職業訓練法人の設立認可審査基準 

1 目的

職業訓練法人は、認定職業訓練その他職業訓練に関し、必要な業務を行うことにより、職業人としての有為な労働者の養成と労働者の経済的社会的地位の向上を図ることを目的とし、公益性の強い法人である。
従って、認定職業訓練を主たる目的としないものは設立を認可しない。

2 法的要件

職業訓練法人は、都道府県知事の認可を受けてはじめて設立することができるが、職業能力開発促進法は同法人の設立に関し、認可主義をとっている。

「認可主義においては、法律の定める要件を具備しておれば、必ず認可を与えなければならない。」とされている。

従って、法の定める要件を具備するものについてはその設立を認可することとするが、次のようなものは設立を認可しない。

( 1 ) 当該申請に係る社団又は財団の定款又は寄附行為に職業能力開発促進法第35条第2項の事項が記載されていないもの。

( 2 ) 当該申請に係る社団又は財団の定款又は寄附行為が、法令その他の関係法令に違反しているもの。

( 3 ) 当該申請に係る社団又は財団がその業務を行うために必要な経営的基盤を欠く等当該業務を的確に遂行することができる能力を有しないと認められるもの。

なお、業務を行うために必要な経営的基盤とは、職業訓練法人の業務運営に必要な経済的、技術的、管理能力的諸側面上の基礎をいい、具体的には、主要業務とする認定職業訓練の実施を行い得る資力及び設備機械、職業訓練指導員、訓練生の確保等が主要な内容である。

　( 4 ) 当該申請に係る社団又は財団の資産状況、組織、運営の方法等から全般的に判断して、永続性をもってその業務を的確に遂行する能力を有しないと認められるもの。

　　　具体的には、次のような状況等をさす。

　　　(イ) 設立の際の資産として負債、抵当権、質権等が設定されている財産、設立と同時に業務目的に従い運用しえない財産等の資産がある場合。
　　　(ロ) 主たる事業が営利事業である団体又はその収益を構成員に分配する団体。
　　　(ハ) 設立の認可を受けた後認定職業訓練を行う事としている団体については、当該認定を受けた後直ちに認定の申請をし、確実に認定を受けられる状況にないもの。

3 名称

職業訓練法人の名称は、職業訓練法人の文字を冠すること。

4 申請手続
職業能力開発促進法施行規則第４９条の規定及び知事が別途定める事務手続に基づき申請すること。
